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1. はじめに  

 耐震補強の見直しや施設の延命化の必要性から，既存施設周辺や直下での地盤改良の重要性が高まる中，著者ら

は「地中拡翼型の地盤撹拌改良工法」の開発にあたっている 1)．本報では，別報 2)で示す複数の施工試験で造成し

た固結改良体の発現強度について調べた．各施工試験では，改良方向，セメントミルクの吐出量および回転数が異

なるため，これらの条件が各改良体の密度，一軸圧縮強さの平均値やばらつき等に及ぼす影響について報告する． 

2. 施工条件およびサンプリング 

表-1 に改良体の施工条件を示す．Case1，2 の鉛直方向の施工では水セメント比（W/C）が 0.6 および 1.0 の 2 種

類のセメントミルクを用いた．撹拌装置は，引き上げ，押し込み，引き上げの順に改良範囲を 1 分/m のフィード速

度で 1.5 往復させ，この間の羽根切速度は約 80 回/分に保持しながらセメントミルクを 40ℓ/分で吐出した．この結

果，1m あたりの羽根切回数は 240 回で，それぞれのセメント添加量は 116kg/m3，81kg/m3と算出される．一方，Case3

の水平方向の改良体は，W/Cが1.0のセメントミルクのみを用いた．

鉛直方向施工と同様に撹拌装置を 1.5 往復させ，引き上げ時は 3 分

/m のフィード速度で 40 ℓ /分の吐出量，押しこみ時は 2 分/m のフ

ィード速度で 5 ℓ /分の吐出量に調整し，この間の羽根切速度は鉛直

方向施工と同様に 80 回/分を保持した．この結果，1m あたりの羽

根切回数は 640 回で，セメント添加量は 168kg/m3 と算出される．

図-2，3 に鉛直方向（No.1）および水平方向（No.3）施工における

採取試料を示す．本評価にあたっては，円柱断面上の中心，および

中心から放射状に 150mm，300mm，450mm 離れた位置で，鉛直方

向の改良体については改良体上端近くでコアドリルにて，水平方向

の改良体については分割した 2 断面でブロック状に採取した． 

3. 結果の整理・分析 

図-4 に各改良体における一軸圧縮強さ qu の頻度分布を示す．ま

ず，鉛直方向の改良体で異なるセメントミルク濃度となる Case1，

2 で比較すると，セメント添加量が大きな分，Case1 での平均一軸

圧縮強さμが大きくなっている．また，標準偏差σはほぼ同水準と

なっているが，変動係数 CV は平均強度μの違いに起因して Case2

で大きめになっている．これとは別に，同じセメントミルク濃度で

異なる改良方向となる Case2，3 で比較すると，羽根切回数が約 3

倍多い分，Case3 のばらつきの度合いが顕著に小さくなっている．

一方，単位体積あたりのセメント添加量は Case3，1，2 の順に多く

なっているものの，得られた平均強度は，Case1，3，2 の順になり，

相対的に Case3 の強度が小さめになっている．本結果に関連して，

図-5 に各改良体の平均乾燥密度ρdの分布を示す．対象地盤や施工

条件の違いにより，Case3 の乾燥密度は他ケースより小さくなって

表-1 施工条件の一覧 

Case
改良

方向
W/C 添加量 

(kg/m3) 

羽根切

回数 
(回/m)

造

成

長
(m)

1 鉛直 0.6 116 240 2.0 

2 鉛直 1.0 81 240 2.0

3 水平 1.0 168 640 2.0

 

図-2 コアドリルによるサンプリング(鉛直方向) 

 

図-3 ブロックサンプリング(水平方向) 
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おり，このことが Case3 の強度が小さめになった要因と考えら

れる．図-6 には変形係数 E50 と一軸圧縮強さ qu の関係を示す．

本施工実験で得られた結果は平均的に E50=200 quの関係にあり，

既往の知見 3)の範囲内に概ね分布する結果となった．図-7 には，

一軸圧縮強さの変動係数と羽根切回数の関係を，既往の知見 3)

とともにまとめた．今回の 3 ケースは検討データとしては限ら

れるものの，既往の知見と同様に，羽根切回数の増加に応じて

変動係数が減少する傾向を確認できる．ただし，図に付記した

既往の知見に比べると変動係数が高めに位置するようにも見

られる．戸建住宅等に用いられる地盤改良工法の撹拌機構は，

円周方向に静止翼を設けるなど，地山の共回りを抑え撹拌効率

を向上させる手立てが講じられている 4)．一方，本開発が扱う

地中拡翼型の撹拌装置では，撹拌翼を開閉させて埋設管等の障

害物を避けながら改良体を造成できるという利点がある反面，

撹拌翼自体は単純な構造となっている．このため，上記のよう

に変動係数が高めを示す可能性があり，これを加味しながら，

一定水準の改良体品質を確保する施工仕様の確立につなげる

ことが必要と考える． 

4. まとめ 

 本報では，「地中撹拌型の地盤撹拌改良工法」に関する施工

試験において造成した改良体強度の分析を行った．その結果，

セメント添加量や羽根切回数等，施工条件の違いによる強度特

性への影響に関する知見を得た．今後は，追加の実績データ，

既往の知見との比較をもとに，改良体を効率良く造成するため

の指標について検討を進めたい． 
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  (a) 鉛直方向，W/C=0.6       (b) 鉛直方向，W/C＝1.0       (c) 水平方向，W/C=1.0 

図-4 一軸圧縮強さの頻度分布 
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図-5 各造成体の平均乾燥密度の分布
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図-6 一軸圧縮強さと変形係数の関係 

(文献 3)に加筆) 
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図-7 羽根切回数と変動係数の関係(文献 3)に加筆) 
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